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貸借対照表 
2019 年 3月 31 日現在 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

項  目 金  額 項  目 金  額 

流動資産 68,498 流動負債 15,223 

  現金及び預金 5,356   短期借入金 4,741 

  売掛金 1,863   一年内償還予定社債 1,250 

  短期貸付金 60,403   一年内返済予定長期借入金 7,679 

  未収入金 350   リース債務 51 

  前払費用 344   未払金 551 

  未収消費税等 176   未払費用 314 

  その他 4   未払法人税等 171 

固定資産 155,819   預り金 295 

 有形固定資産 27,133   賞与引当金 137 

  建物 14,537   役員賞与引当金 21 

  構築物 603   その他 7 

  機械及び装置 4 固定負債 54,671 

  工具器具及び備品 360   社債 3,125 

  土地 10,991   長期借入金 48,134 

  リース資産 583   長期未払金 56 

  建設仮勘定 54   長期預り金 16 

 無形固定資産 746   リース債務 531 

  特許権 0   役員退職慰労引当金 210 

  借地権 35   資産除去債務 914 

  商標権 0   デリバティブ債務 1,682 

  電話加入権 22   

  ソフトウェア 538 負債合計 69,895 

  ソフトウェア仮勘定 149 純資産の部 

 投資その他の資産 127,939 株主資本 153,930 

  投資有価証券 1,188   資本金 500 

  関係会社株式 22,028   資本剰余金 8,628 

  長期貸付金 53,615    資本準備金 7 

  賃貸地金 47,593    その他資本剰余金 8,621 

  前払年金費用 818   利益剰余金 152,666 

  繰延税金資産 2,211    利益準備金 125 

  その他 490    その他利益剰余金 152,541 

   貸倒引当金 △5     固定資産圧縮記帳積立金 856 

繰延資産 14     別途積立金 103,900 

  社債発行費 14     繰越利益剰余金 47,785 

    自己株式 △7,864 

  評価・換算差額等 507 

    その他有価証券評価差額金 507 

  純資産合計 154,437 

資産合計 224,332 負債及び純資産合計 224,332 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 



 

損益計算書 
自 2018 年 4 月  1 日 

至 2019 年 3 月 31 日 

（単位：百万円） 

項  目 金  額 

売上高   

     グループ運営収入 4,864  

     賃貸収入 4,821  

     関係会社受取配当金 5,324 15,009 

売上原価  2,912 

       売上総利益  12,097 

販売費及び一般管理費  5,305 

       営業利益  6,792 

営業外収益   

     受取利息及び配当金 1,104  

     デリバティブ評価益 1,715  

     その他 84 2,904 

営業外費用   

     支払利息 380  

     社債利息 21  

     支払手数料 84  

     為替差損 1,911  

     その他 55 2,452 

経常利益  7,244 

       税引前当期純利益  7,244 

     法人税、住民税及び事業税 1,171  

     法人税等調整額 101 1,273 

       当期純利益  5,970 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

株主資本等変動計算書 
自 2018 年 4 月  1 日 

至 2019 年 3 月 31 日 

（単位：百万円） 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
利益準備金 

その他利益剰余金 

固定資産圧縮

記帳積立金 

特別償却 

準備金 

当期首残高 500 7 8,621 125 877 0 

会計方針の変更による累積的影

響額 
－ － － － － － 

遡及処理後当期首残高 500 7 8,621 125 877 0 

当期変動額       

 剰余金の配当 － － － － － － 

 当期純利益 － － － － － － 

 圧縮記帳積立金の積立 － － － － △21 － 

 特別償却準備金の取崩 － － － － － △0 

 株主資本以外の項目の当期変

動額（純額） 
－ － － － － － 

当期変動額合計 － － － － △21 △0 

当期末残高 500 7 8,621 125 856 － 

 

 

株 主 資 本 評価･換算差額等 

純資産 

合計 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価証券 

評価差額金 

その他利益剰余金 

別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 103,900 35,619 △7,864 141,786 646 142,433 

会計方針の変更による累積的影

響額 
－ 6,350 － 6,350 － 6,350 

遡及処理後当期首残高 103,900 41,970 △7,864 148,137 646 148,784 

当期変動額       

 剰余金の配当 － △177 － △177 － △177 

 当期純利益 － 5,970 － 5,970 － 5,970 

 圧縮記帳積立金の積立 － 21 － － － － 

 特別償却準備金の取崩 － 0 － － － － 

 株主資本以外の項目の当期変

動額（純額） 
－ － － － △139 △139 

当期変動額合計 － 5,814 － 5,792 △139 5,653 

当期末残高 103,900 47,785 △7,864 153,930 507 154,437 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 



 

個別注記表 
 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式 … 移動平均法による原価法 

 その他有価証券   

  時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

    

２． デリバティブの評価基準及び評価方法 … 時価法 

    

３． 固定資産の減価償却方法   

 有形固定資産(リース資産を除く)   

  建物(建物附属設備を除く) … 定率法(但し、1998年4月1日以降に取得した建物(

建物附属設備を除く)については定額法)を採用

しております。 

  建物附属設備及び構築物 … 定率法(但し、2016年4月1日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法)を採用し

ております。 

  上記以外の有形固定資産 … 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

  建物 … 2～60年 

  構築物 … 2～53年 

  工具器具及び備品 … 2～20年 

 無形固定資産 … 定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(主に5年)に基づいております。 

 リース資産   

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

    

４． 繰延資産の処理方法   

 社債発行費 … 社債の償還までの期間にわたり定額法により償

却しております。 

    

５． 引当金の計上基準   

 貸倒引当金 … 債権については個別に回収可能性を検討して、回

収不能見込額を計上しております。 

 賞与引当金 … 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見

込額のうち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

 役員賞与引当金 … 役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計

上しております。 



 

 退職給付引当金 
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従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

ただし、当事業年度末においては年金資産見込額

が退職給付債務見込額に未認識過去勤務費用及

び未認識数理計算上の差異を加減した金額を超

過しており、その差額は前払年金費用として計上

しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数(15年)による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 役員退職慰労引当金 … 役員及び執行役員の退職慰労金の支払に備える

ため、役員退職慰労金に関する規定(内規)に基づ

き必要額を計上しております。 

    

６． ヘッジ会計の処理   

 ヘッジ会計の方法 … 特例処理の要件を満たしている金利スワップ取

引について、当該特例処理によっております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象   

 ヘッジ手段 … 金利スワップ 

 ヘッジ対象 … 金利変動により影響を受ける借入金利息 

 ヘッジ方針 … 当社所定の社内承認手続きを行ったうえで、借入

金利息の金利変動リスクを回避する目的により、

金利スワップを利用しております。 

 ヘッジ有効性評価の方法 … 金利スワップについては、特例処理によっている

ため、有効性の評価の判定を省略しております。 

    

７． 退職給付に係る会計処理 … 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。 

    

８． 消費税等の処理方法 … 税抜方法 

 

 

〔会計方針の変更〕 

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」の改正に伴う変更 

当事業年度より「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準第 28号 平成 30

年 2月 16日）を適用し、子会社株式に係る将来加算一時差異について、投資の売却等を当社

で決定することができ、かつ、予測可能な将来の期間に当該株式の売却等を行う意志がない

場合を除き、繰延税金負債を計上する方法へ変更しております。当該会計方針の変更は遡及



 

適用され、会計方針の変更の累積的影響額は、当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に反映

しております。 

この結果、株主資本等変動計算書の利益剰余金の遡及適用後の期首残高は、6,350 百万円増

加しております。 

 

 

 

〔表示方法の変更〕 

貸借対照表関係 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」に伴う変更 

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年 2月 16 日  

以下「税効果会計基準一部改正」という）により、当事業年度から税効果会計基準一部改正 

を適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区 

分に表示する方法に変更しております。 

 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 … 24,506百万円  

     

２． 保証債務    

 従業員の金融機関からの住宅融資に対して当社が保証を行っております。 

  … 57百万円  

    

３． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

   短期金銭債権 … 62,445百万円  

   長期金銭債権 … 53,544百万円  

   短期金銭債務 … 4,188百万円  

  

４． 取締役に対する金銭債権 … 71百万円  

     

５． 貸出コミットメントライン契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため貸出コミットメントライン契約を100百万ドルで締結し

ております。 

当期末における貸出コミットメントライン契約に係わる借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

   ドル建 

  貸出コミットメントラインの総額 … 100百万ドル 

  借入実行残高 …             - 

  差引額 … 100百万ドル 

 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

１． 関係会社との取引高   

 営業取引による取引高    

   売上高 … 8,311百万円  

   その他 … 69百万円  



 

 営業取引以外の取引による取引高 … 1,055百万円  

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式           67,138千株 

Ａ種類株式          30,299千株 

 

２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数 

普通株式           37,506千株 

Ａ種類株式            666千株 

 

３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2018年6月15日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2018年 

3月31日 

2018年 

6月28日 

2018年6月15日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2018年 

3月31日 

2018年 

6月28日 

2018年11月19日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2018年 

9月30日 

2018年 

11月22日 

2018年11月19日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2018年 

9月30日 

2018年 

11月22日 

 

１． 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

次のとおり予定しております。 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2019年6月14日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2019年 

3月31日 

2019年 

6月27日 

2019年6月14日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2019年 

3月31日 

2019年 

6月27日 

 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  (繰延税金資産) 

賞与引当金 42百万円 

組織再編に伴う関係会社株式 2,367百万円 

減価償却費 491百万円 

固定資産減損損失 550百万円 

資産除去債務 279百万円 

その他 336百万円 

繰延税金資産小計 4,068百万円 

評価性引当額 △1,175百万円 

繰延税金資産合計 2,893百万円 

  

 



 

 

(繰延税金負債) 

固定資産圧縮記帳積立金 △378百万円 

前払年金費用 △250百万円 

その他 △54百万円 

繰延税金負債合計 △683百万円 

繰延税金資産の純額 2,211百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目

別の内訳 

法定実効税率 30.62％ 

(調整)  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △22.55％ 

留保金課税 8.87％ 

その他 0.64％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.58％ 

 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１．子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

属性 
会社等
の名称 

議決権等の所有
(被所有)割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

 
田中貴

金属工

業㈱ 

所有 

 直接100.0％ 

経営指導 

不動産の賃付 

資金の貸付及

び借入 

役員の兼任 

経営指導料収入(注１) 

不動産賃貸収入(注２) 

地金賃貸料の受取（注３） 

業務受託収入（注４） 

資金の貸付及び借入(注５) 

利息の受取(注５) 

資金の貸付(注６) 

資金の貸付(注６) 

利息の受取(注６) 

1,706 

2,321 

2,207 

1,184 

44,446 

471 

－ 

－ 

572 

売掛金 

－ 

－ 

－ 

短期貸付金 

－ 

短期貸付金 

長期貸付金 

－ 

1,793 

－ 

－ 

－ 

51,259 

－ 

9,077 

53,544 

－ 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注1) 経営指導料については、契約条件により決定しております。  
(注2) 不動産の貸付についての取引条件は、市場の実勢価格を参考の上、交渉により価格を決定

しております。 
(注3) 価格その他の取引条件は、貸付している地金の市場実勢価格に市場金利を勘案した社内レ

ートを乗じて決定しております。 
(注4) 当社が保有するシステムの利用料収入です。 
      取引条件は、市場の実勢価格にて価格を決定しております。 
(注5) キャッシュ・マネジメント・システムによる貸付又は借入であり、当社が運転資金等を一

元的に管理しております。また、取引高については、期中平均残高としております。 
なお、貸付及び借入利率は市場金利を勘案した社内レートを使用しており、担保は受け入

れておりません。  
(注6) 投資用資金の貸付であります。 

なお、貸付利率は市場金利を勘案した社内レートを使用しており、担保は受け入れており
ません。 

(注7) 取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高(短期貸付金及び長期貸付金を除く)
には消費税等を含めております。 

 



 

 

２．役員及び個人主要株主等 
(単位：百万円) 

属性 
会社等の 
名称 

または氏名 

議決権等の所有 

(被所有)割合 
関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高 

役員及

びその

近親者 

田苗明 被所有 

 直接2.3％ 

当社 

代表取締役社長執行

役員 

資金の貸付(注) － 長期貸付金 17 

堀江隆 被所有 

 直接0.9％ 

当社 

取締役常務執行役員 

資金の貸付(注) － 長期貸付金 16 

田中和和 被所有 

 直接6.7％ 

当社 

取締役執行役員 

資金の貸付(注) － 長期貸付金 20 

海野雅之 被所有 

 直接0.4％ 

当社 

執行役員 

資金の貸付(注) － 長期貸付金 17 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 資金の貸付については、市場金利を勘案し、交渉の上決定しており、返済条件は退任時に

一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。 

 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１． 1株当たり純資産額 … 2,605円89銭  

２． 1株当たり当期純利益 … 100円74銭  

 

 

〔退職給付に関する注記〕 

１．採用している退職給付金制度の概要 

当社及び田中貴金属工業株式会社他 3社は、確定給付型の制度として同一の確定給付企業年

金制度を設けております。 

また、従業員の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があります。 

 

２．確定給付制度 

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

   (2019年 3月 31 日現在) 

期首における退職給付債務 5,269百万円 

勤務費用 90百万円 

利息費用 12百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △133百万円 

退職給付の支払額 △40百万円 

期末における退職給付債務 5,199百万円 

 

 

 

 

 



 

 

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

   (2019年 3月 31 日現在) 

期首における年金資産 5,580百万円 

期待運用収益 139百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △300百万円 

事業主からの拠出額 97百万円 

退職給付の支払額 △40百万円 

期末における年金資産 5,476百万円 

 

（3）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整

表 

   (2019年 3月 31 日現在) 

積立型制度の退職給付債務 △5,199百万円 

年金資産 5,476百万円 

 277百万円 

未認識数理計算上の差異 646百万円 

未認識過去勤務費用 △105百万円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 818百万円 

 

（4）退職給付に関連する損益 

   (2019年 3月 31 日現在) 

勤務費用 90百万円 

利息費用 12百万円 

期待運用収益 △139百万円 

数理計算上の差異の処理額 99百万円 

過去勤務費用の処理額 △45百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用 17百万円 

 

（5）年金資産の主な内訳  

   年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次のとおりとなります。 

   (2019年 3月 31 日現在) 

債券 40% 

株式 28% 

一般勘定 17% 

その他 15% 

合計 100% 



 

 

（6）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

   年金資産の長期期待運用収益率を決定する為、現在及び予想される年金資産の配分と年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しておりま

す。 

 

（7）数理計算上の計算基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準 

割引率 0.2% 

長期期待運用収益率 2.5% 

会計基準変更時差異の処理年数 15年 

数理計算上の差異の処理年数 15年 

過去勤務費用の処理年数 15年 

 

 

 

 


